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地域生活支援支援部会について

スケジュール

地域生活支援部会

構成員
障害者（児）施設部会、地域生活支援拠点等を担う短期入所事業所、主任相談支

援専門員、相談支援事業者、区障害者自立支援協議会等

内容

◆ 地域生活支援拠点等の仕組みや体制整備について議論を進めるため、令和６年

度に設置した準備会を経て部会設置

◆ 地域生活支援拠点等の機能を評価し、体制整備、機能強化の推進に向けた協議

を行う

資料２-1

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
構成員調整 第2回本会第1回本会

部会
第1回

部会
第2回

部会
第3回

部会
第4回

役割の整理① 施策の検討・提案役割の整理② 施策の検討・提案

・現在の拠点等の評価
・他自治体事例の共有
・拠点等の役割整理

・拠点等の役割整理
・課題の洗い出し
・方向性の検討

・方向性の検討
・枠組みの検討

・枠組みの検討
・提案内容の確定
（必要に応じる。）



堺市障害者自立支援協議会 地域生活支援部会運営要領     資料 2－2 

 

（趣旨）   

第１条 この要領は、堺市障害者自立支援協議会設置規約（平成 19年 3月 29日制定。）第 3

条に定める部会の運営について、全ての障害者（児）等が、地域において安心して自立した

日常生活又は社会生活を営むことを目的とした地域生活支援拠点等の整備、機能強化を推進

及び評価することを目的に、地域生活支援部会（以下「部会」）の運営等に関することにつ

いて必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 この部会は、堺市障害者自立支援協議会（以下「市協議会」）の専門部会とする。 

 （構成） 

第３条 部会は、市協議会、区協議会により選出された委員によって構成する。必要に応じ

て、委員を補完する者を置くことができる。なお、堺市男女平等社会の形成の推進に関す

る条例（平成 14 年条例第 8 号）の観点から、女性の委員への参画について配慮するものと

する。 

 （役員） 

第４条 部会に、次の役員を置く。 

（１）部会長１名 

（２）副部会長１名 

 （選出方法及び職務） 

第５条 部会長及び副部会長は、市協議会会長の推薦により選出する。 

 ２ 部会長は、部会を代表し、市協議会へ出席する。 

 ３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長が欠けたときは、その職務を代行する。 

（任期） 

第６条 委員（市職員のうちから任命され、または委嘱された委員を除く。）の任期は、各年

度の 2年間とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了後も新たに役員が選出されるまで引き続きその職務を行う。 

 （会議） 

第７条 会議は、部会長が招集し、議長となる。 

 ２ 部会長は、必要があると認めるときは、関連する会議の関係者の出席を求め、その意

見もしくは説明を聴き、又は必要な資料を求めることができる。 

 ３ 会議の開催回数は、年 3回程度とする。 

 （事務局） 

第８条 部会の事務局は、堺市健康福祉局障害福祉部障害施策推進課に置く。 

 （委任） 

第９条 この要領に定めるもののほか、部会の運営について必要な事項は、部会長が定める。 

 

 

  附 則 

この要領は、平成 21年 4月 27日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成 22年 4月 1日から施行する。 



  附 則 

この要領は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

 



地域生活支援拠点等について

令和７年６月2６日
令和７年度 第1回 地域生活支援部会

資料３



地域生活支援拠点等とは

● 緊急時の迅速・確実な相談支援の実施及び短期入所等の活用を可能とすることにより、

地域における生活の安心感を担保する機能を備える。

● 体験の機会の提供を通じて、施設や親元から共同生活援助、一人暮らし等への

生活の場の移行をしやすくする支援を提供する体制を整備することにより、

障害者等の地域での生活を支援する。

● 地域生活支援拠点等（以下「拠点等」という。）は、障害者の重度化・高齢化や

「親なき後」を見据え、緊急時の対応や施設・病院等からの地域移行を推進するための

４つの機能（「相談」、「体験の機会・場」、「緊急時の受入れ・対応」、「専門的人材の確

保・養成」）のこと。地域の実情に応じて、整備を行うものとなっている。

【概要】

【目的】

拠点等の整備は、施設を整備することではなく、

障害福祉サービス等の提供体制（仕組み）を整備すること
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拠点等に係る国の動向

【障害者総合支援法の改正内容】（拠点等に関連する内容）

【国の基本指針】（第7期障害福祉計画における拠点等に関連する項目）

成果目標③ 地域生活支援の充実

● 令和8年度末までの間、地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の充実のため、

コーディネーターを配置するなどにより効果的な支援体制の構築を進め、また、年1回以上、

支援の実績等を踏まえ運用状況を検討及び検証することを基本とする

● 令和4年12月の障害者総合支援法改正により、令和6年4月から、拠点等について、

法律上に明記された（第77条第3項及び第４項）

● 市町村における拠点等の整備が努力義務化され、都道府県による市町村への

広域的な支援の役割も明記された

2



拠点等の４つの機能

機能 内容

相談

平時から緊急事態における支援が見込めない世帯を事前に把握・登録した上で、

常時の連絡体制を確保し、緊急事態等において、必要なサービスの調整や相談そ

の他必要な支援を行う機能

緊急時の
受入れ・対応

短期入所事業所等を活用した常時の緊急受入体制を確保した上で、緊急事態

における受け入れや医療機関への連絡等の必要な対応を行う機能

体験の
機会・場

障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行や親元からの自立に当たって、

共同生活援助等の障害福祉サービスの利用や一人暮らしの体験の機会・場を提

供する機能

専門的人材の
確保・養成

医療的ケアが必要な者や強度行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化した

障害者等に対して専門的な対応を行うことができる体制の確保や、専門的な対応

ができる人材の養成その他地域の実情に応じて、創意工夫により付加する機能

3



拠点等の整備手法

類型 内容

多機能拠点整備型
拠点等の機能の強化を図るため、４つの機能を集約し、グループホームや

障害者支援施設等に付加した拠点の整備

面的整備型 地域における複数の機関が分担して拠点等の機能を担う体制の整備

多機能拠点整備型と
面的整備型との併用

多機能拠点整備型と面的整備との併用

4

● 拠点等の機能強化を図るため、地域の実情に応じた整備を行うこととされている



拠点等の整備経過について

【整備にあたっての経過】

年度 内容

平成24年度
「暮らしの場あり方検討会」を開催

24時間のサポートと緊急時の支援を短期入所事業等に付加することを検討

平成26年度

「安心コールセンター」事業を実施

3年間の検討事業として実施。電話等により夜間・休日等の介護者の緊急時に短期入所

利用にかかるコーディネートを実施

平成28年度 緊急時の受入れ・対応の整備にかかる検討

平成29年度
「緊急時対応事業」を開始

新たに「緊急時の受入れ・対応」機能として、「緊急時対応事業」を開始

5

⚫ 本市においては、既存の障害福祉サービスや事業を活用しながら、

5つの機能を分担し、有機的に連動させることで、障害者の生活を

地域全体で支える「面的整備型」として、平成29年度「整備済」としている



拠点等の整備状況について

【政令市の整備状況】

類型 設置数

整備済

多機能拠点整備型 0市

面的整備型 16市

多機能拠点整備型と面的整備型との併用 4市

今後整備予定 0市

令和5年4月時点

【大阪府内の自治体の整備状況】

類型 設置数

整備済

多機能拠点整備型 2市

面的整備型 36市

多機能拠点整備型と面的整備型との併用 3市

今後整備予定 2市

令和6年4月時点

6

※ 国整備状況調査より作成

※ 大阪府ホームページより作成



拠点等に関する主な加算について①

● 障害福祉サービス等報酬において、拠点等であることを要件とする加算が創設されている。

サービス種別 加算名称等 概要

相
談

計画相談支援・

障害児相談支援

機能強化型

基本報酬

「拠点等を構成する相談支援事業所」または「拠点等に係る関

係機関との連携体制を確保し、協議会等に定期的に参画する

事業所」が機能強化型継続サービス利用支援等の算定要件を

満たすことが可能

緊
急
時
の
受
入
れ
・
対
応

計画相談支援・

障害児相談支援

地域生活

支援拠点等

相談強化加算

拠点等と認定されている相談支援事業所が、コーディネーターの

役割を担うものとして相談を受け、連携する短期入所への緊急

時の受入れのための調整を行った場合

700単位／回 （月4回を限度）

短期入所 拠点等の場合

拠点等と認定されている短期入所事業所が、サービス提供を

行った場合、利用を開始した日について、定める単位に加算

100単位／日 加算 （緊急時受入に限らない）

自立生活援助

地域定着支援

訪問系サービス

拠点等の場合

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連

携調整に従事する者を配置する事業所において、障害の特性

に起因して生じた緊急事態等の際に、夜間に支援を行った場合。

+50単位/日（訪問系サービス）

+50単位/日（訪問系サービス以外）
7



拠点等に関する主な加算について②

● 障害福祉サービス等報酬において、拠点等であることを要件とする加算が創設されている。

サービス種別 加算名称等 概要

地
域
の

体
制
づ
く
り

計画相談支援・

障害児相談支援

地域体制強化

共同支援加算

拠点等と認定されている相談支援事業所の相談支援専門員

が、支援が困難な事例等について、福祉サービス事業所と支援

内容を検討し、必要な支援を共同で実施し、地域課題を整理

し、自立支援協議会に報告した場合

2,000単位／月 （月1回を限度）

8



拠点等に関する主な加算について③

● 令和6年度の報酬改定において、地域生活支援拠点等の報酬が創設。

サービス種別 加算名称等 概要

相
談
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

計画相談支援・

障害児相談支援

自立生活援助

地域移行支援

地域定着支援

地域生活支援拠

点等機能強化

加算

① 左記すべての事業を一体的に運営し、地域生活支援拠点

等に位置付けられた事業者等において、コーディネーターを常勤

で1名以上配置されている場合。

② 左記事業に係る複数の事業者が、地域生活支援拠点等

のネットワークにおいて相互に連携して運営され、地域生活支援

拠点等に位置付けられた場合において、コーディネーターを常勤

で1名以上配置されている場合。

500単位／月（コーディネーター1人あたり100回まで）

緊
急
時
の

受
入
れ
・
対
応

生活介護

自立訓練

就労系サービス

緊急時受入加算

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連

携調整に従事する者を配置する通所系サービス事業所において、

障害の特性に起因して生じた緊急事態等の際に、夜間に支援

を行った場合。

100単位／日

見
直
し

地域生活支援拠点

等に係る事業
拠点等の場合

地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関と

の連携調整に従事する者を配置することを要件に加える。

9



機能 主な取組内容 主な課題

相談

基幹相談支援センター

・すべての障害のある人やその家族の相談窓口である基幹

相談支援センターを各区役所内に設置。

・地域での暮らしの相談を実施。また、サービス利用のない

方などへの支援、相談支援事業所への助言等実施。

・各基幹相談支援センターに、地域移行コーディネーターを

設置し、地域移行体制整備事業を実施。

計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援・

地域定着支援）

・障害者総合支援法上の障害福祉サービス

拠点等の機能による支援が必要となる障害者の把握

・拠点等における「相談」及び「緊急時の受入れ・対応」を

行うにあたって、医療的ケアを必要とする人、行動障害を

有する人、障害福祉サービスにつながっていない人など、

緊急時において、障害福祉サービスでは対応が難しく、

拠点等の機能による支援が必要な人の事前把握

拠点コーディネーターの配置

・拠点等が期待される機能を果たすため、その中心的な

役割を担うコーディネーター（拠点コーディネーター）を、

主に基幹相談支援センターや相談支援事業所等に

配置することが求められている

・緊急時や休日・夜間の相談支援体制の整備

・現在、拠点等の機能を担う事業所は、基幹相談支援

センターのみと位置付けている

・拠点等（面的整備）の機能を充実・強化していくため、

相談支援事業所が担う役割等を整理のうえ、緊急時や

休日・夜間などの相談に応えられる体制の整備が必要

拠点等の機能に関する取組内容と課題①

10



機能 主な取組内容 主な課題

緊急時の
受入れ・
対応

緊急時対応事業 【平成29年度～令和６年度】

・介護者の緊急時に介護が受けられなくなる障害者を対象に、事前

に希望する短期入所事業所へ登録を行い、受入れにかかるコーディ

ネートや必要に応じて現場への支援員派遣による支援を実施

緊急時かけつけ事業 【令和7年度～】

・障害者児の緊急時に自宅等にかけつけ、短期入所事業所等へ移

送。緊急対応後も支援が必要な場合は、継続した相談支援を実

施。

障害者（児）短期入所緊急利用 【～令和4年度】

・介護者の入院等緊急事由により一時的に障害者（児）の介護が

できない場合、緊急時に利用できるベッドを確保

拠点等を担う短期入所事業所の認定 【令和5年度～】

・介護者の急病等により障害者（児）が在宅で介護を受けることが

できない状況等において、当該事業所での利用実績の有無に関わ

らず、休日夜間の受入れができる体制を整備

緊急時かけつけ事業の運用

・令和6年度までの緊急時対応事業と比較して、

事前登録がなくても短期入所の支給決定を受

けていれば利用可能。日頃からの短期入所の

利用の推進とかけつけ事業所の増加に取り組

む。

地域生活支援拠点等としての事業展開

・令和5年度に4事業所を地域生活支援拠点

等として認定し、令和7年度は2事業所を増設

したが、実績や稼働状況を検証し、より効果的

に事業展開していく必要がある。

拠点等の機能に関する取組内容と課題②
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拠点等の機能に関する取組内容と課題③

機能 主な取組内容 主な課題

体験の
機会・場

障害者（児）自立生活訓練事業

・空き部屋などを利用した宿泊体験を通じて、将来の自立

生活につながる訓練（きっかけ作り）を行い、次の段階の

支援につながるための事業

障害者住宅入居等支援事業（単身生活体験事業）

・単身生活を希望する障害者に対して、ウィークリー

マンション等で体験する機会を提供し、実際の生活に

必要となる支援や環境等について、アセスメントを

実施する事業

グループホーム体験利用・短期入所利用

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）

・障害者総合支援法上の障害福祉サービス

各事業の周知・啓発

・障害者（児）自立生活訓練事業の利用実績は、

令和4年度が1人、令和5年度が7人、令和6年度が5

人となっている

・障害者住宅入居等支援事業（単身生活体験事業）

の利用実績は、令和4年度が5人、令和5年度が1人、

令和6年度が2人となっている

・両事業は利用人数が低調となっており、必要な人が

事業を活用できるよう、支援機関等への周知・啓発が

必要である

事業の見直し

・物価高騰や不動産事業の状況変化により、ウィークリー

マンション等の確保が困難になっていることから、事業内容

や金額の見直しが必要

・地域相談支援の体験宿泊が低調であるため、制度利用

促進のための方策が必要。
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拠点等の機能に関する取組内容と課題④

機能 主な取組内容 主な課題

専門的
人材の

確保・養成

相談支援強化事業

・弁護士・司法書士などの専門家の派遣を行う専門家

相談の実施

・そのほかにも、相談支援事業所の人材育成にかかる

研修等（※）を実施

（※）研修等

・ 新任相談支援専門員向け連続勉強会（相談支援

サポート事業）の実施

・ 各区の基幹相談支援センターにて相談支援従事者

初任研修及び現任研修のインターバル期間の実習の

受入

・ 相談支援従事者現任研修においては、本市独自の

取組として、主任相談支援専門員の協力のもと、

「現任研インターバル①勉強会」「初任研インターバル

②相談会」の開催

地域の人材育成に向けた仕組みづくり

・主任相談支援専門員をはじめとした専門的人材の活用

による地域としての人材育成を推進する仕組みづくり。

行動障害を有する人への専門的な支援体制の構築と

人材の確保・養成

・強度行動障害支援部会を設置

・堺市強度行動障害支援体制整備事業を開始するが、

その事業を効果的に実施するため、部会の適切な運用

が必要。

・国の実施する中核的人材養成研修に堺市として推薦し、

強度行動障害支援体制整備事業と連携した広域的支

援人材の活用による地域の支援力向上をすすめる。
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拠点等の充実・強化に向けて

「第5次堺市障害者計画・第7期堺市障害福祉計画・第3期堺市障害児福祉計画」から抜粋

【第7期障害福祉計画】（拠点等に関連する内容）

・ 拠点等による支援が必要となる障害者の把握

・ 拠点等の機能の中心的な役割を担う

コーディネーターの配置

・ 緊急時や休日・夜間の相談支援体制の整備

評価・検討方法及び評価・検討の場の再整理

拠点等の機能の充実における主な課題
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